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ワクチン接種に係る人材確保について

資料１



国内の新型コロナワクチンの接種状況について

出典：首相官邸ホームページ
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新型コロナワクチン接種について

 令和３年２月１７日～ 医療従事者等への先行・優先接種開始

 令和３年４月１２日～ 高齢者への優先接種開始

 令和３年４月９日・１３日 労働政策審議会職業安定分科会労働力需給制度部会にて、特例臨時接種
の実施期間（～令和４年２月末）におけるへき地以外のワクチン接種会場における看護師・准看護師
の労働者派遣について審議・了承。４月１６日 職業安定分科会にて、省令改正について諮問・答申

 令和３年４月２３日～ 「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律
施行規則の一部を改正する省令」公布・施行（令和４年２月末までの間に限り、へき地以外のワクチ
ン接種会場への看護師・准看護師の労働者派遣が可能となった。）

 令和３年１２月１日～ 新型コロナワクチンの特例臨時接種の期間を令和４年９月末まで延長

２回接種完了した者（１８歳以上）に対する３回目接種開始

 令和３年１２月９日 社会保障審議会医療部会にて、へき地以外のワクチン接種会場における看護
師・准看護師の労働者派遣について、令和４年９月末までの延長を議論

 令和３年１２月２４日 労働政策審議会職業安定分科会労働力需給制度部会にて、へき地以外のワク
チン接種会場における看護師・准看護師の労働者派遣について、令和４年９月末までの延長を審議・
了承

 令和４年１月１４日 予防接種法上の特例臨時接種の期間が令和４年９月末まで延長されたことを
踏まえ、へき地以外のワクチン接種会場への看護師・准看護師の労働者派遣が可能な期間を同年９月
末までとすることを通知。

 令和４年３月１日～（準備のできた自治体は２月末～） ５～１１歳の小児に対する接種開始

 令和４年３月２５日～ １２歳以上１８歳未満の者に対する３回目接種開始

 令和４年５月２５日～ ①６０歳以上の者、②１８歳以上６０歳未満で基礎疾患を有する者その他重
症化リスクが高いと医師が認める者を対象に、４回目接種開始。

 令和４年７月２２日～ 重症化リスクが高い者が多く集まる医療機関や高齢者施設等の従事者を対象
に、４回目接種開始。 3



市町村集団接種会場での看護師の確保状況（令和４年3月10日現在）

接種会場での
看護師の確保方法

＜へき地＞
回答自治体数

【看護師の確保数】

＜へき地以外＞
回答自治体数

【看護師の確保数】
計

（１）自治体又は委託業者
が直接雇用する

６５１自治体
（５７．９％）

【１９,３３０人】

３７９自治体
（６１．５％）

【３５,１６８人】

１,０３０自治体
（５９．２％）

【５４,４９８人】

（２）医師会や管内医療機
関等から看護師を出しても
らう

６１５自治体
（５４．７％）

【２６,８８３人】

３４２自治体
（５５．５％）

【５０,４３１人】

９５７自治体
（５５．０％）

【７７,３１４人】

（３）自治体又は委託業者
が人材派遣会社から人材派
遣を受ける

８９自治体
（７．９％）

【３,８５８人】

１４４自治体
（２３．４％）

【１９,０１３人】

２３３自治体
（１３．４％）

【２２,８７１人】

（４）自治体の保健師や退
職した保健師を活用する

４６５自治体
（４１．３％）
【４,７９０人】

２３２自治体
（３７．７%）
【２,４５３人】

６９７自治体
（４０．０％）
【７,２４３人】

（注）（ ）内は全自治体数（へき地：1,125自治体、へき地以外：616自治体、計：1,741自治体）に占める割合
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市町村における直接雇用の採用ルート（令和４年3月10日現在）

看護師を直接雇用したと回答した１０３０自治体の採用ルートは次の通り。

直接雇用の際の採用ルート 回答自治体数（複数回答）

ハローワーク １２４自治体

都道府県看護協会のナースセンター １５８自治体

民間職業紹介会社 ９７自治体

自治体ホームページでの募集 ２２０自治体

その他 ７８７自治体

※「その他」は、１・２回目接種や他事業で協力を得た看護師に声がけ、集団接種会場で働く看護師からの
紹介、近隣の医療機関に看護師募集を案内するなど。
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市町村集団接種会場での看護師の労働者派遣の活用状況

（※１）３回目接種は令和４年３月１０日現在の状況。
（※２）令和４年３月１０日現在、集団接種会場を設置していない２４９自治体を除く。
（※３）「その他」として、「前回従事したパイプを活かし、直接雇用した」、「初回接種の一部日程が住民健診と重なっていたため、その時期だけ
人材派遣を活用したが、追加接種では日程が重ならないことから人材派遣の活用見込みはない」など。
（※４）「その他」として、「１日当たりの接種可能人数を増やしたため、医療職の増員が必要になった」、「初回接種は近隣の市町村と合同で集団
接種会場を運営したが、追加接種では単独で設置することとなったため、地区医師会の負担を考慮し、一部を派遣会社に依頼した」、「コロナの感染
拡大のために、依頼した医療機関での対応が困難となった」など。

看護師の労働者派遣
の活用状況（※１）

自治体数（※２） 初回と３回目で活用状況が異なる理由（複数回答）

初回：活用
３回目：活用

１９５

へき地 ： ７３

へき地以外：１２２

初回：活用
３回目：活用せず

６３

へき地 ： ３３

集団接種会場の数を減らした：１２自治体
開設日や開設時間を減らした：９自治体
直接雇用など他の方法で看護師の確保を図った：

２９自治体
会場運営の効率化により、少ない人数で運営：４自治体
その他：２１自治体（※３）

へき地以外： ３０

初回：活用せず
３回目：活用

３８

へき地 ： １６
集団接種会場の数を増やした：２自治体
開設日や開設時間を増やした：３自治体
直接雇用など他の方法での看護師の確保が困難だった：

１９自治体
その他：１３自治体（※４）

へき地以外： ２２

初回：活用せず
３回目：活用せず

１３４０
へき地 ：９２２

へき地以外：４１８
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労働者派遣で勤務する看護師からの相談等

 令和４年３月１０日時点で看護師の労働者派遣を活用していると回答した２３３自治体に対し、
労働者派遣で働く看護師からの相談等の有無について尋ねたところ、１５自治体から相談を受け
たことがあると回答があった。

 初めて参加する看護師が業務の流れを早く理解できるよう、経験のある看護師と同じシフトにし
てほしいとの要望があった。(現在は解決済み）

 勤務時間等を減らしてほしい／増やしてほしいとの要望がある。

 ワクチンの管理について、自治体と、会場運営を行う医療機関の両方から指示が出されることが
あり、どちらの指示に従ったらよいか分からない。（現在は解決済み）
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都道府県大規模接種会場での看護師の確保状況（令和４年 3月10日現在）

接種会場での
看護師の確保方法

計

（１）自治体又は委託業者が直接雇用する
２２自治体

【５,８１６人】

（２）医師会や管内医療機関等から看護師を
出してもらう

１９自治体
【３,６４４人】

（３）自治体又は委託業者が人材派遣会社か
ら人材派遣を受ける

１２自治体
【１,２５１人】

（４）自治体の保健師や退職した保健師を活
用する

２自治体
【７６人】
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都道府県における直接雇用の採用ルート（令和４年3月10日現在）

看護師を直接雇用したと回答した２２自治体の採用ルートは次の通り。

直接雇用の際の採用ルート 回答自治体数（複数回答）

ハローワーク １自治体

都道府県看護協会のナースセンター １２自治体

民間職業紹介会社 ６自治体

自治体ホームページでの募集 ７自治体

その他 １０自治体

※「その他」は、他事業で協力を得た看護師に声がけ、大規模接種会場で働く看護師からの紹介、近隣の医療
機関に看護師募集を案内する、診療型宿泊療養施設で働く看護師に声がけするなど。
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オミクロン株対応ワクチンについて

10
モデルナ社

ファイザー社

 現在開発中のオミクロン株対応ワクチン（２価）は、従来型のワクチン（１価）と比較して、

 現在、流行しているオミクロン株に対応した成分が含まれるため、従来型ワクチンを上回る
重症化予防効果や、短い期間である可能性はあるものの、感染予防効果や発症予防効果も期
待される。

 オミクロン株と武漢株の両方の成分を含み、２種類の異なる抗原が提示されることから、こ
れらにより得られる多様な免疫反応は、今後の変異株に対しても有効である可能性がより高
いと期待される。



秋以降のオミクロン株対応ワクチンの接種について

 令和４年８月８日の厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会において、

 オミクロン株対応ワクチンの対象者について、初回接種を完了した全ての者（約１億人）を
対象とすることを想定し接種体制の準備を進めること

 オミクロン株対応ワクチンの接種の開始時期について、今年の10月半ばとなることが考えら
れること

といった方向性が確認された。

 さらに、令和４年９月２日の同分科会において、

 ９月半ば過ぎから前倒しで配送されるオミクロン株対応ワクチンについては、まずは、重症
化リスクが高い等の理由で4回目接種の対象となっている方から接種を開始すること

 ４回目接種の一定の完了が見込まれた自治体においては、配送ワクチンの範囲内で、社会機
能を維持するために必要な事業の従事者や年代別など、その他の初回接種（１・２回目接
種）が終了した方の接種へ移行すること

 これ ら以外の初回 接種を完了した全ての 方へのオミクロン株対応ワクチンの 接種については、
引き続き、10月半ばを目途として準備を進めること

といった方向性が確認された。

上記の内容を、それぞれ審議会当日に自治体に対し事務連絡でお示しするとともに、自治
体説明会(8/9、9/6）を開催し、自治体担当者に説明。
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各自治体における体制整備の状況

○ これまで、ワクチン接種会場の看護師派遣の特例については、令和４年９月３０日で終了するこ
とを前提に、自治体には複数回周知を行い、直接雇用や個別接種を活用して看護師派遣を活用しな
い 体制の構築を求めてきたところ。実際に、 看護師派遣を活用しない 体制を実現した自治 体もある。
直接雇用等を求める周知は引き続き行っていく。

○ しかし、高齢者等に限定されている現在の４回目接種と異なり、今般のオミクロン株対応ワクチ
ンの 接種については、初回 接種（１・２回目）を完了した全ての者（約１億人）が想定されている。
また、オミクロン株に対応した免疫を迅速に国民に獲得してもらうために、迅速な接種が必要とな
る。（下記のとおり特例臨時接種期間が年度末までになれば半年間）
自治体は、１０月にはこれに対応できる体制を構築する必要がある。
その体制の構築に当たって、再度大規模接種会場を設置するなど看護師派遣に頼らざるを得ない

自治体が生じている。
（※）３月時点でおおむね100人以上の派遣労働者を活用していた11自治体に現在の状況を聴取したところ、

以下のとおり。
・ 派遣労働者に頼らない体制を構築した自治体：３自治体
・ 派遣労働者に頼らない方向で調整しているが、秋以降の接種体制の構築に懸念がある：３自治体
・ 派遣労働者に頼らないと秋以降の接種体制の構築（大規模接種会場等）が困難：５自治体

○ 全国知事会からも、看護師派遣の特例の延長を要望する提言が出されている。
【ＢＡ．５系統等による感染拡大の早期抑制に向けた緊急提言（令和４年９月１日）】

これまでの接種と同様にワクチン接種のための人材確保が課題となるため、へき地以外の地域においてもへき地と同様に看護
師及び准看護師の労働者派遣を可能とする特例措置の期間延長を検討すること。

○ なお、新型コロナワクチンの特例臨時 接種の期間については、年度末までの延長の方向で調整中。
12



（参考）自治体への周知状況

令和４年６月30日 自治体説明会を開催し看護師派遣特例が、令和４年９月30日までに限られている
ことについて説明するとともに、直接雇用や個別接種中心の運営にシフトするなどの代替手段を
紹介。

令和４年７月７日 上記自治体説明会の内容を事務連絡（※）として改めて周知
（※）「各自治体におかれましては、へき地以外のワクチン接種会場における看護師・准看護師の労
働者派遣が可能である期間が本年９月末までとされていることも踏まえたうえで、接種体制を検
討いただきますようお願いします。」

令和４年７月26日 同内容を改めて周知

そのほか、自治体とのQAのやりとり等でも繰り返し周知。
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